○○市浄配水場等運転管理業務委託募集要項
第１節　募集要項等の定義
　この○○市浄配水場等運転管理業務委託（以下「業務委託」という。）の募集に係る募集要項（以下「募集要項」という。）は、○○市水道事業管理者（以下「市」という。）が、水道法に基づく第三者委託を実施する民間事業者を「総合評価一般競争入札」により募集及び選定するにあたり、入札に参加しようとする者に配布するものである。
　なお、本募集要項に併せて配布する○○市浄配水場等運転管理業務委託要求水準書（以下「要求水準書」という。）、企画提案書、企画提案審査評価基準（以下「評価基準」という。）などの資料並びに追加資料として配布する契約書（案）を一体の資料とし、これらの資料を併せて「募集要項等」という。
第２節　募集の概要
１．委託名称
　　○○市浄配水場等運転管理業務委託
２．委託実施場所
（１）浄水場

	施　設　名　称
	施　設　所　在　地
	敷地面積
	建物面積

	○○市○○浄水場
	○○市○○区○○○○
	○○㎡
	○○㎡

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（２）取水施設

	施　設　名　称
	施　設　所　在　地
	敷地面積
	建物面積

	○○取水施設
	○○市○○区○○○○
	○○㎡
	−

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（３）導水管

	系　統　名
	延　長（ｍ）

	○○浄水場系統
	○○○　　

	
	

	
	

	
	

	合　　計
	○○○　　


（４）配水・送水施設・その他

	施　設　名　称
	施　設　所　在　地
	敷地面積（㎡）
	建物面積（㎡）

	○○増圧ポンプ場
	○○市○○区○○○○
	○○
	○○

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（５）配水管及び配水管設備
　浄配水場等の出口より各戸のメーター手前までの範囲の管路及びその付属設備

	　
	○　○　区
	○　○　区
	合　　計

	送配水管延長（ｍ）
	
	
	

	仕切弁（ヶ所）
	
	
	

	水管橋・橋梁添架管（ヶ所）
	
	
	

	消火栓（ヶ所）
	
	
	

	分岐ヶ所（ヶ所）
	
	
	


３．施設能力
　浄水場施設能力（記入例）
	施設
名称
	水　源
	配水能力（㎥/日）
	浄水処理
方　　法
	主　　要　　機　　器

	○　○
浄水場
	○○川

	1,800


	薬品沈殿池
急速ろ過池
	導水ポンプ
	1.35㎥/分×15m×7.5kw ：２台

	
	
	
	
	次亜注入ポンプ
	0.16ml/分～17ml/分 ：２台

	
	
	
	
	Pac注入ポンプ
	2ml/分～270ml/分：２台

	
	
	
	
	苛性ソーダ
注入ポンプ
	1.35ml/分～135ml/分：３台

	
	
	
	
	送水ポンプ
	2.4㎥/分×30m×11kw：２台

	○　○
浄水場
	○○川
	1,400
	緩速ろ過池
	緩速ろ過池
	10.0m×5.0m～２池+13.5m×5.0m～２池

	
	
	
	
	次亜注入ポンプ
	液中ポンプ　0.16ml/min～16ml/min～２台

	○　○
浄水場
	○○川
	171
	薬品沈殿池
急速ろ過機
	急速ろ過機
	上向流式　ろ過池1.6m×1.0m　～２池

	
	
	
	
	逆洗ポンプ
	φ100mm　1.1㎥/min×10m×5.5kw　～２台

	
	
	
	
	PAC注入ポンプ
	ソレノイドポンプ　22.8cc×min　～２台

	
	
	
	
	苛性注入ポンプ
	ソレノイドポンプ　22.8cc×min　～２台

	
	
	
	
	次亜注入ポンプ
	ソレノイドポンプ　22.8cc×min　～２台

	○　○
浄水場
	○○川
	72
	緩速ろ過池
	緩速ろ過池
	5.5m×3.5m　～２池

	
	
	
	
	次亜注入ポンプ
	ソレノイドポンプ　22.8cc×min　～２台

	
	
	
	
	配水ポンプ
	φ32mm　0.3㎥/min×40m×1.1kw　～４台


４．委託内容等
（１）委託期間
　業務委託の期間は、平成○○年４月１日から平成○○年３月31日までとする。
　業務受託者は、市から技術指導を受け、業務の遂行に支障をきたすことのないように引継がなければならない。
（２）業務委託の内容
　業務受託者が実施する本業務委託の概要は、表−１に記載のとおりとする。なお、具体的な内容については、「要求水準書」に示すものとする。

表−１　第三者委託業務範囲（記入例）
	業　務　内　容
	受託者
	市

	水源
管理
	浄水処理業務
	取水施設の維持管理
	○
	

	
	
	取水量監視（落ち葉などによるつまりの解除等）
	○
	

	
	
	水質監視
	○
	

	運 転
管 理
	
	○○浄水場等施設運転管理（機器類点検、監視、操作、軽微修繕）
	○
	

	
	
	浄水工程の水質管理
	○
	

	
	
	電力量・薬品量管理
	○
	

	保守
点検
維持
管理
	
	電気保安
	○
	

	
	
	消防設備保安点検
	○
	

	
	
	浄配水場施設警備
	○
	

	
	
	浄配水場施設及び水源地草刈
	○
	

	
	
	浄配水場施設及び水源地除雪
	○
	

	
	
	浄配水場施設清掃
	○
	

	
	
	浄水場施設砂取り
	
	○

	
	
	沈殿池・ろ過池清掃
	○
	

	
	
	産業廃棄物等の処理
	
	○

	
	
	浄配水場電機計装盤点検調査
	○
	

	
	
	浄配水場流量計等計装設備保守点検
	○
	

	
	
	水道施設巡回
	○
	

	
	
	薬品注入設備の保守管理
	○
	

	
	
	小規模修繕の実施（突発修繕）
	○
	

	
	
	緊急対応時の出動
	○
	○

	水質
管理
	
	水質検査計画の作成・公表
	
	○

	
	
	給水末端毎日水質検査（法第20条第１項）
	○
	

	
	
	水質検査（毎月、３ケ月、全項目）
	○
	

	
	
	水質検査結果の作成・公表
	
	○

	
	
	排水処理
	○
	

	
	
	配水管の洗管
	
	○

	薬品貯
蔵管理
	
	薬品の調達及び納品管理
	○
	

	
	
	薬品の在庫管理
	○
	

	
	
	薬品注入率管理
	○
	

	管理
業務
	管理業務
	予算・決算事務
	
	○

	
	
	修繕・改修計画作成
	
	○

	
	
	大規模修繕・施設改修工事の設計、施工、監督
	
	○

	
	
	施設設備台帳作成
	○
	

	
	
	施設見学事務
	
	○

	
	
	浄配水場等に係る統計事務
	○
	

	
	
	水質に係るデータ集計事務
	○
	

	管理
業務
	管理業務
	各種統計、報告書作成事務
	
	○

	
	
	苦情処理（初期処理）
	○
	

	
	
	水道施設の検査（法第５条）
	
	○

	
	
	給水開始前の届出・検査（法第13条）
	
	○


	
	
	給水装置の構造・材質検査（法第16条）
	
	○

	
	
	健康診断（法第21条）
	○
	○

	
	
	厚生労働大臣による改善の指示等（法第36条）
	○
	○

	
	
	厚生労働大臣による給水停止命令（法第37条）
	○
	○


第３節　応募資格要件
　市が実施する本業務委託に係る応募者の資格は、次に定める資格要件の全てを満たす者とする。
１．応募資格要件
（１）表流水等を水源とする浄水場運転管理業務の水道法に基づく第三者委託等の受託実績があり、本事業を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有することが明らかであり、次のいずれにも該当しないこと。
ア）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当する者。
イ）○○市契約規則（平成○年規則第○号）第○条の規定により、市長及びその委任を受けた者が締結する契約の一般競争入札に、参加させないこととされた者。
ウ）参加表明書及び資格確認書類の提出期限日から提案書の提出期限の間に、○○市の指名停止措置を受けている者。なお、提案書の提出期限日以降契約締結までの間に提案を行った者が○○市の指名停止措置を受けた場合、その者は失格する。
エ）会社更生法に基づく更正手続き開始の申し立てがなされている者。
オ）民事再生法に基づく再生手続き開始の申し立てがなされている者。
カ）参加表明書及び資格確認書類の提出期限日から過去１年間の法人税、消費税又は法人事業税並びに市税を滞納している者。
（２）受託水道業務技術管理者を配置していること。
（３）受託に必要な資格者や実務経験者が確保されること。
（４）緊急支援体制が確保されること。
（５）○○市契約規則第○条第○項の規定による競争入札資格者登録名簿に登録をしていること。
（６）○○県内に本店又は支店若しくは事業所を有し、且つ、契約期間中は○○市内に事業所を置くものであること。
２．応募に関する留意事項
（１）募集要項等の承諾
　応募者は、企画提案書の提出をもって、募集要項等及び質問・回答の内容を承諾したものとみなす。
（２）費用負担
　応募に係る費用は、応募者の負担とする。
（３）使用する言語、計量単位、通貨単位及び時刻
　企画提案に関して使用する言語は日本語、計量単位は計量法に定めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とする。
（４）著作権
　応募者から募集要項等に基づき提出される書類の著作権は、応募者に帰属する。ただし、市は、本委託の範囲において公表する場合、必要と認める場合には、募集要項等に基づき提出される書類の内容を無償で使用できる。
（５）提出書類の取扱
　提出された書類については、変更できないものとし、また、返却しない。
（６）市からの提示資料の取扱
　市が提示する資料は、応募に係る検討以外の目的で使用することはできない。また、企画提案書提出時に全て市に返還するものとする。
（７）一応募者の複数提案の禁止
　一応募者は、一つの提案しか行うことができない。
（８）虚偽の記載の禁止
　参加表明書又は企画提案書に虚偽の記載をした場合は、参加表明書又は企画提案を無効とする。
（９）企画提案書提出の制限
　応募者の資格を有すると確認を受けた者であっても、企画提案書の提出期限日において資格要件を満たすことができなくなったとき、又は応募者の制限に該当したときは、企画提案書を提出することができない。
（10）その他
　募集要項等に定めるもののほか、応募にあたって必要な事項が生じた場合には、応募者に通知する。
第４節　募集の手続
１．募集の公告
　企画提案に係る募集の公告は、平成○○年○月○日（○）とし、○○市本庁舎に公告するとともに、市広報及び市ホームページにおいて公表する。
２．参加申込
　説明会等への参加希望者は、募集要項等に関する説明会及び現場見学会参加申込書（様式第１号）に必要事項を記入し、Ｅ−mailにより提出すること。なお、使用ソフトは、「Microsoft Word」とする。
① 申込期限
　平成○○年○月○日（○）午後３時まで
② Ｅ−mail：○○○＠○○○
　　　　　　（○○市役所水道部総務課）
３．募集要項等に関する質問の受付
　募集要項等に関する質問を、次のとおり受け付ける。
（１）受付期間
　平成○○年○月○日（○）から平成○○年○月○日（○）までの午前９時から午後５時までとする。
（２）質問方法
　質問は、質問書（様式第２号）に内容を簡潔にまとめて記入し、Ｅ−mailにより提出すること。なお、使用ソフトは、「Microsoft Word」とする。
（３）Ｅ−mail：○○○＠○○○
４．募集要項等に関する質問に対する回答
　募集要項等に関する質問に対する回答を、次のとおり掲示する。回答は、募集要項等と一体のものとして同等の効力を有するものとする。
（１）回答方法
　回答は、市ホームページにその都度、掲示する。
（２）掲示期間
　平成○○年○月○日（○）から平成○○年○月○日（○）までとする。
５．参加表明書及び資格確認書類の受付
　応募者は、次により参加表明書及び資格確認書類を１部提出する。なお、資格確認の基準日は、平成○○年○月○日（○）とする。
（１）提出場所
　○○県○○市○○○○
　○○市役所水道部総務課
（２）受付期間
　平成○○年○月○日（○）から平成○○年○月○日（○）までの午前９時から午後５時までとする。
（３）提出方法
　持参とする（郵送は認めない）。
（４）提出書類
　◆参加表明書（様式第３号）
　◆資格確認書類（様式第４号）
　①会社概要書
　②業務実績書
　③運転管理業務等の受注実績を証明する書類
　④受託水道業務技術管理者及び業務従事者の資格を有する書類
　◆別様式による証明書類
　⑤登記簿謄本（法人登記）
　⑥代表者印の印鑑証明書（平成○○年○月○日以降発行のもの）
　⑦直近３期分までの貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書
　⑧法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書
６．資格確認結果の通知
　資格確認の結果は、平成○○年○月○日（○）までに応募者に対し文書及び電子メールで通知する。
７．最終現場確認
　応募者が委託実施場所の最終現場確認を希望する場合、参加申込書（様式第５号）に必要事項を記入し、Ｅ−mailにより提出すること。なお、使用ソフトは「Microsoft Word」とする。
（１）確認期間
　平成○○年○月○○日（○）から平成○○年○月○○日（○）までの午前９時から午後５時までの間とする。
（２）Ｅ−mail： ○○○＠○○○
　　　　　　（○○市役所水道部総務課）
８．企画提案書の提出
　資格確認の通知を受けた応募者は、次により企画提案書を提出すること。
（１）提出場所
　○○県○○市○○○○
　○○市役所水道部総務課
（２）提出日
　平成○○年○月○日（○）午前９時から午後３時までとする。
（３）提出方法
　持参とする（郵送は認めない）。
９．提出書類
　企画提案書については、正本として、次の①から⑪までを綴じたものを１部、副本として、次の②から⑩までを綴じたものを９部提出すること。また、電子データとして、フロッピーディスク又はＣＤ−ＲＯＭに保存したもの一式を併せて提出すること。
（１）企画提案書
　①企画提案書提出（企画提案書様式１号）
　②水道事業の基本理念に関する提案書（企画提案書様式２号）
　③施設の運転管理及びその他関連業務に関する提案書（企画提案書様式３号）
　④施設の運転管理及びその他関連業務についての事業計画書に関する提案書
（企画提案書様式４号）
　⑤施設の維持管理及び保守点検業務に関する提案書（企画提案書様式５号）
　⑥施設の維持管理及び保守点検業務についての事業計画書に関する提案書
（企画提案書様式６号）
　⑦水質管理に関する提案書（企画提案書様式７号）
　⑧危機管理に関する提案書（企画提案書様式８号）
　⑨その他特筆すべき事項に関する提案書（企画提案書様式９号）
　⑩事業費用内訳明細書（企画提案書様式10号）
　⑪入札書（企画提案書様式10号の価格から、消費税及び地方消費税を除いた価格）
（２）企画提案書作成要領
　企画提案書は別添「企画提案書様式集」を使用し、サイズは日本工業規格「Ａ４版」縦置き横書き左綴じとする。フォントは原則としてMS明朝体10.5ポイントで統一すること。企画提案書提出書類②から⑩までの提案書ごとに各ページの下中央に通し番号を付すること。図表等を使用する場合において「Ａ３版」を使用するときは折り綴じ、企画提案書に記載されている企画提案参加番号を必ず記入すること。企画提案書提出書類②から⑩までについては、ロゴマークの使用を含めて、会社名がわかるような記述は避けること。
　なお、「企画提案書様式集」について、電子データ（「Microsoft Word」）によるものが必要な場合には、Ｅ−mailにより○○市役所水道部総務課にその旨連絡すること。
10．参加を辞退する場合
　資格確認の通知を受けた応募者が、以降の参加を辞退する場合は、参加辞退書（様式第６号）を１部、平成○○年○月○日（○）までに○○市役所水道部総務課に持参し提出すること。
第５節　企画提案の提示条件
　応募者は、以下に提示する条件を踏まえ企画提案書を作成すること。
１．提案に関する条件
（１）市が支払う委託料
　①委託料は、市が定める予定価格の範囲内で額を決定する。
　②委託料は、年度毎に契約書に定める委託料を毎月均等に支払う。
　③委託料内訳明細書のうち、動力費は、「契約約款」に基づき委託期間最終年度において、配水量の増減に伴う委託料額を精算する。
（２）土地及び施設の使用
　業務受託者は、運転管理期間中、当該委託用地及び施設（備品を含む。）を業務委託の実施に必要な範囲において無償で使用することができる。
（３）リスク管理の方針
　①基本的考え方
　業務委託における施設の運転管理上の責任は、原則として、業務受託者が負うものとする。ただし、市が責任を負うべき合理的な理由がある事項については、別途業務受託者と協議のうえ、市が責任を負うものとする。
　②リスク分担
　市と業務受託者のリスク分担については、別紙「リスク分担表」によるものとする。なお、業務委託内容に係る業務分担並びにリスク責任分担などの具体的な内容は、契約約款に定めるものとする。
　③保　険
　市が当該保険による給付を受けた場合に、業務受託者の帰責事由によるときは、保険者が業務受託者に対して求償することとする。
２．施設の維持管理の提案に関する条件
　本業務委託の業務範囲である維持管理について、市が定める要求水準書に従い、企画提案書を作成すること。
第６節　企画提案書の審査
１．企画提案書の審査
（１）提案価格（入札価格）の確認
　市は、企画提案の応募者による総合評価一般競争入札を実施し、入札価格が市の定める予定価格を超えていないことを確認する。なお、入札価格が市の定める予定価格を超える場合は、企画提案書は無効とし審査の対象としない。
（２）提案内容の基礎審査
　市は、企画提案書に記載された内容が、評価基準に示す審査項目を満たしていることを確認する。なお、審査項目について１項目でも満たされないことが確認された場合は失格とする。
（３）○○市浄配水場等運転管理業務受託者選定委員会（以下「選定委員会」という。）　による企画提案書の定量化審査
　選定委員会は、提案された企画提案書を評価基準に基づき、審査項目ごとに定量化審査を行う。
①企画提案書に記載された内容について、評価基準に示す得点化基準に従って評価する。
②各評価項目を得点化し、予定価格を超えていないもので、且つ、得点の合計が最も高い企画提案書を提出した企画提案応募者を「最優秀提案事業者」とし、次点の企画提案書を提出した応募者を次順位者として選定する。
２．審査結果の公表
　審査及び選定の結果は、応募者には文書で通知するとともに、市ホームページにおいて公表する。
３．契　約
（１）市は、最優秀提案事業者と契約内容を協議のうえ契約を締結する。
（２）契約の締結までに、最優秀提案事業者と契約が成立しなかった場合又は契約の締結までに最優秀提案事業者が、次に定める失格事項に該当した場合は、次順位者と契約内容等を協議して契約を締結する。
４．失格事項
　次のいずれかに該当する場合は、失格とする。
（１）企画提案書に虚偽の記載があった場合
（２）募集要項等に違反すると認められた場合
（３）審査の公平性に影響を与える行為があった場合
第７節　委託の実施に関する事項
１．統括責任者等の選任
（１）本業務委託の実施にあたり、業務受託者は総括責任者並びに業務従事者を選任すること。
（２）総括責任者は、水道に関する高度な技術力及び浄水施設の運転管理、維持管理に５年以上の実務経験を有しているほか、○○市○○浄水場に常駐し業務委託における責任者として、業務従事者を指揮監督し、業務の遂行を管理するものとする。なお、総括責任者は、水道法施行令第９条の規定による受託水道業務技術管理者の有資格者をもって充てること。
（３）業務従事者は、１年以上の水道施設の維持管理に関する実務経験を有しているほか、類似施設での実務経験が２年以上ある者をもって充てること。
２．業務の再委託等
（１）本業務委託の実施にあたり、業務受託者は、市の承諾を受けた場合に限り、本委託の一部を他の者に再委託し、又は請け負わせることができる。
（２）市は、再委託等をすることによって委託の確実な実施が見込めないと認めるときには承諾をしない。また、本業務委託の全部を再委託することはできないものとする。
３．委託の継続が困難となった場合の措置
（１）業務受託者の債務不履行の場合
①業務受託者の提供するサービスが契約に定める業務要求水準を下回る場合、及び企業の責めに帰すべき事由による債務不履行、又はその懸念が生じた場合、市は、業務受託者に対して改善通告を行い、一定期間内に改善計画書の提出と実施を求めることができる。なお、業務受託者が当該期間内に改善をすることができなかったときは、市は契約を解除する。
②業務受託者が倒産し又は財務状況が著しく悪化し、その結果、契約に基づく委託の継続が困難と考えられる場合、市は契約を解除する。
③①又は②において、市が契約を解除した場合、業務受託者は、原則として、原状回復義務を負うほか、違約金を市に支払い、また、これにより生じた損害を市に賠償しなければならない。
（２）市の債務不履行の場合
①市の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合、業務受託者は契約を解除することができる。
②①において、業務受託者が契約を解除した場合、これにより生じた損害を業務受託者に賠償しなければならない。
③当事者の責めに帰すことのできない事由により、委託の継続が困難となった場合、不可抗力その他、市及び業務受託者のいずれの責めにも帰すことのできない事由により委託の継続が困難となった場合、市及び業務受託者双方は委託継続の可否について協議する。一定の期間内に協議が整わないときは、それぞれ相手方に事前に書面による通知をすることにより、市及び業務受託者は契約を解除することができる。
④その他
　上記の解除事由や、損害賠償金額及び不可抗力等による契約終了時の精算方法の詳細等は、契約約款で規定する。
４．市による委託の実施状況の監視
　市は、契約に基づき業務受託者により提供されるサービスの履行確認等のため、本業務委託の実施状況の監視を、次のとおり行う。
（１）統　括
　市は、本委託の業務を市水道技術管理者に統括させる。
（２）業務監視（モニタリング）
　市は、業務受託者が提供する施設の維持管理・運営業務の状況把握を目的として、業務受託者が提出した事業実施計画書をもとに、定期又は随時の報告書及び現地調査等により監視を行う。また、業務受託者は自己監査（セルフモニタリング）に基づき、報告書を作成すること。
（３）支払の減額等
　市は、業務受託者が業務要求水準を充足していないこと等が判明した場合は、委託料の減額等を行うことがある。減額等の方法については、契約約款に規定することとし、主に、次の事項を勘案して減額等の要可否及び額を決定する。なお、決定に際しては業務受託者の意見を聴取する。
①サービス水準の充足
②上記①を満たさない事項が需要者に及ぼす影響度
③上記①を満たさない事項に対する改善の状況
５．ＶＥ提案
　市は運営期間中に、事業実施計画書に定める本業務の水準を低下させることなく、委託料の額を低減させるために事業実施計画書の変更について、業務受託者の提案（ＶＥ提案）を受け付けるものとする。
６．支払手続
（１）業務受託者は、月間業務報告書を作成し、遅滞なく市に提出すること。
（２）市は、月間業務報告書受領後10日以内に確認を行う。
（３）業務受託者は、市の確認後、市に請求書を送付すること。
（４）市は、業務受託者からの請求書を受領後、30日以内に委託料を支払う。
第８節　契約に関する事項
１．契約手続き
（１）市は、最優秀提案事業者と契約内容を協議のうえ、業務受託者として契約を締結する。
（２）契約の締結までに最優秀提案事業者と契約が成立しなかった場合、又は契約の締結までに最優秀提案事業者が、第６節４に定める失格事項に該当した場合は、次順位者と契約内容等を協議して契約を締結する。
２．契約保証金
　契約金額の100分の10以上とする。
３．契約の概要
（１）対象者　　市及び業務受託者
（２）締結時期　平成○○年４月１日
（３）契約の概要
①契約は、市の提示資料及び業務受託者の提案内容に基づき締結するものであり、業務受託者が遂行すべき業務準備、維持管理・運営に関する業務内容や金額、支払方法等を定める。
②業務受託者の役割と責任及び遵守事項を明確化し、相互の確認事項や方法及び時期等について明記する。

別　紙
リスク分担表
導入段階
	リスクの種類
	リスクの内容
	リスク負担者

	
	
	市
	受託者

	契約説明責任リスク
	　水道施設の能力、環境条件及び許認可関連等、市側より提供された施設及び条件に瑕疵があった場合
	○
	−

	
	　市側から説明された募集要項や業務委託要求水準書の誤りや条件の変更があった場合
	○
	−


共通事項
	リスクの種類
	リスクの内容
	リスク負担者

	
	
	市
	受託者

	制度・法令リスク
	　委託業務に直接関係する新たな法整備あるいは規制強化により業務の履行が不可能になった場合、又はそれを回避するためのコスト増を招くようになった場合
	○
	−

	
	　関係機関の行政指導等により業務の中断、停止あるいはこれに伴うコスト増を招くようになった場合
	○
	−

	
	　受託者側の責により関係機関の行政指導等により業務の中断、停止あるいはこれに伴うコスト増を招くようになった場合
	−
	○

	
	　消費税などの税制の変更に伴うコスト増を招くようになった場合
	○
	−

	政治リスク
	　業務の履行に対して議会承認が得られず、業務の履行及び継続が困難な場合
	○
	−

	
	　市側の政策変更や財政破綻等により事業内容の変更・中断に至り業務の履行が困難となった場合
	○
	−

	住民・法人
対策リスク
	　住民の反対運動や業務の履行に支障のある反対運動が起こった場合
	○
	−

	
	　受託者側の責により住民の反対運動や業務の履行に支障のある反対運動が起こった場合

	−
	○

	経済変動リスク
	　電力等の公共料金が変動し、契約内での業務の履行が困難となった場合
	○
	−

	
	　インフレ・デフレによる人件費・物件費の変動、高騰により業務の履行が困難となる場合
	○
	−

	契約リスク
	　市側の責により、受託者側が契約を締結できない、又は契約手続きに時間を要する場合
	○
	−

	
	　受託者側の責により、市側が契約を締結できない、又は契約手続きに時間を要する場合
	−
	○


運用段階
	リスクの種類
	リスクの内容
	リスク負担者

	
	
	市
	受託者

	契約不履行リスク
	　契約に規定された供給及び支給等の市側の義務が履行されない場合
	○
	−

	
	　受託者側の責により、契約に規定された供給及び支給等の義務が履行されない場合
	−
	○

	環境保全リスク
	　受託者側が事業を受託する前に、既に発生していた環境汚染が発見され、基準値未達による処理コスト増が生じた場合
	○
	−

	
	　受託者側が事業を受託する前に、既に発生していたかどうか不明な環境汚染が発見され、基準値未達による処理コスト増が生じた場合
	○
	−

	需要予測リスク
	　突発事態以外の理由による計画以上の配水量の増加、あるいは原水水質悪化による基準値未達による処理コスト増が生じた場合
	○
	−

	
	　受託者側の運転管理が原因で、計画以上の配水量の増加、あるいは原水水質悪化による基準値未達による処理コスト増が生じた場合
	−
	○

	
	　受託者側に非がない場合で、産業廃棄物の増加や操業障害、あるいは処理コスト増が生じた場合
	○
	−

	
	　市側の指示に基づく修繕費や配水量の増加などの理由により、コスト増が生じた場合
	○
	−

	
	　市側の指示に基づく修繕における施工不良など、受託者側の責によりコスト増が生じた場合
	−
	○

	
	　受託者側の責により業務内容や用途変更等が生じ、そのことに起因するコスト増が生じた場合
	−
	○


運用段階
	リスクの種類
	リスクの内容
	リスク負担者

	
	
	市
	受託者

	施設損傷リスク
	　受託者側による施設の不適切な改築、更新、改良、修繕により、施設・設備機能の低下及び損傷が生じた場合
	−
	○

	
	　受託者側による不適切な運転操作により、施設の損傷や損害を与え、コスト増が生じた場合
	−
	○

	
	　受託対象施設以外の施設や事象からの波及事故により、対象施設が損傷を受け配水供給に支障をきたした場合
	○
	−

	不可抗力リスク
	　自然災害等の事象等により、対象施設が損傷を受け配水供給に支障をきたした場合
	○
	−

	
	　受託者側の責に帰することのできない大規模停電等の緊急事態により、設備が自動停止若しくは損傷を受け配水供給に支障をきたした場合
	○
	−

	第三者賠償リスク
	　市側の責により生じた事故等に伴って第三者損害賠償が生じた場合
	○
	−

	
	　受託者側の責により生じた事故等に伴って第三者損害賠償が生じた場合
	−
	○

	事故発生リスク

	　受託者側による施設の不適切な改築、更新、改良、修繕や不適切な運転操作などにより、事故が発生した場合
	−
	○

	
	　施設・設備の劣化等の瑕疵により事故が生じた場合
	○
	−

	
	　人身事故が発生した場合
	○
	○

	財務・事業
中止リスク
	　市側の支払遅延、不払等
	○
	−

	
	　受託者側の倒産等
	−
	○

	
	　市側の責により事業を中止する場合
	○
	−

	
	　受託者側の責により事業を中止する場合
	−
	○
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